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はじめに                               

 
 政府は2020年３月13日に、国家公務員と地方公務員の定年を65歳まで段階的に引き上げ

るため、国家公務員法等の一部を改正する法律案、地方公務員法の一部を改正する法律案

を閣議決定し、同日、法案を国会に提出しました。 

しかし、国家公務員法と束ね法案で出された検察庁法改正案が野党・世論の強い批判を

受けたことから、政府・与党は提出法案の成立を断念し、６月17日の通常国会閉会にあ

たって継続審議の手続きをとらなかったため、国家公務員法等改正案については一旦廃案

とされました。なお、地方公務員法の一部を改正する法律案については、継続審議の取扱

いが確認されており、国家公務員法等改正案については、批判等も踏まえて必要な見直し

を行った上で、次期国会以降に再提出されるものと考えられます。 

 

 今回の法案は、2018年８月の人事院の意見の申出を概ね踏まえた内容となっており、検

討条項などの問題点はあるものの、雇用と年金の接続を確実に図っていく観点から、公務

労協・自治労は、法案の早期成立、実現をめざしています。 

 法案は2022年度からの施行となっていますが、地方公務員については、法案成立後に条

例・規則の改正が必要となってくること、そしてそれぞれの自治体で混乱なく、円滑に定

年の引き上げが運用されるよう、自治体単組は、対応方針の確定、組合員への制度説明や

職場討議の開催、労使交渉・協議の実施など、早急に取り組みを進めていく必要がありま

す。 

 本資料では、法案が予定する制度概要および交渉のポイントについて解説いたしますの

で、現場段階での取り組みにご活用いただきますようお願いいたします。 
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＜制度改正の解説＞ 

 

1. 定年の引き上げの概要とスケジュール                 

 
(１) 定年引き上げの概要 

 定年年齢については、2022年度から２年に１歳ずつ段階的に引き上げられ、2030年度に

は65歳となります。 

 なお、制度開始は2022年度ですが、その年に61歳になる職員はすでに2021年度末に退職

しているため、2022年度に61歳で退職する職員はいません。実際に61歳で定年退職する職

員が出るのは2023年度となります。つまり、制度完成までの間、１年おきに定年退職者が

出ない年度が発生することになります。（注）（「図表１：早見表」を参照のこと。） 

 地方公務員の定年は、国家公務員の定年を基準として条例に定めるものとされています。

そのため、国家公務員の定年引き上げに連動して、地方公務員についても改正法の成立後、

速やかに、各自治体は条例を改正する必要があります。（新地方公務員法第28条の６第２

項） 

(注) 新設される定年前再任用短時間勤務職員（「3.」で解説）を選択するものは、60歳に達した日

以後～定年退職日前に退職することになるため、定年退職者がいない年度でも退職者が出ること

は想定されます。 

 

(２) 定年の特例 

 職務と責任の特殊性・欠員補充の困難性がある等により、定年を65歳とすることが適当

でない職員（医師、歯科医師等の人事院規則で定める職員）の定年は、66歳から70歳の間

で人事院規則で定める年齢となります。 

 地方公務員においても、職務と責任に特殊性がある職員については、条例で別の定めを

することができるとされています（新地方公務員法第28条の６第３項）。具体的には、国

と同様、医師・歯科医師等が想定されます。 

 

(３) 現業職員の定年 

 現国家公務員法では、守衛・用務員等の労務職員の定年を63歳としており、これに準じ

ている自治体もあります。今回の改正により、労務職員には定年の特例が適用されなくな

るため、他の一般職と同じく65歳定年となります。よって、現在63歳定年としている自治

体では、2028年度以降、定年が段階的に引き上げられ、2030年度に65歳となります。 



－
 6

 －
 

 

 

【図表１：段階的定年引き上げ早見表】 
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(４) 会計年度任用職員などに対する適用除外 

 会計年度任用職員、臨時的任用職員、任期付職員など、任期を定めて任用される職員に

は、定年は適用されません。（新地方公務員法第28条の２第４項） 

 

(５) 制度開始に向けた準備 

 定年引き上げにあたり、任命権者は当分の間、職員が60歳になる前年度に、60歳以降の

制度に関する情報提供を行い、職員の意向を確認することとされています。 

 制度開始は2022年度からとなりますが、その準備として2022年度に60歳になる職員に対

して、その前年の2021年度中に制度に関する情報提供・意思確認を行うことが附則で定め

られました。（制度開始後は、60歳に達した日以後、定年前再任用短時間職員を選択でき

ることから、早めの情報提供が必要） 

 従って、2020年度末までに制度を確立する必要があることから、条例改正のスケジュー

ルとしては2020年12月議会、遅くとも2021年３月議会での上程を想定して準備を進める必

要があります。  
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2. 60歳を超える職員の給与                      
 

 定年引き上げに伴い、給与については条例・規則の改正が必要になります。給与制度に

ついては、地方公務員法第24条第２項に基づき、国家公務員の給与制度を基本として定め

ることが求められます。 

 以下は、国公の制度を基本に解説したものです。なお、任期付職員、会計年度任用職員

など、定年制度が適用されない職員等の給与は、こうした措置の対象にはなりません。 

 

(１) 職員の任用、級号給の格付け 

 定年引き上げ後は、改めて任用され職務（級）の位置づけを行う再任用とは異なり、任

用・職務は延長された定年退職日まで継続することとなります（後述する役職定年の場合

を除く）。具体的には、現行の定年（60歳）に達した日以後の３月末時点で、５級に在級

する職員は、４月１日以降も引き続き５級の職務を担うこととなり、従って職員の給料表

の位置づけ（級・号給）は４月１日以降も基本的には変更はありません。 

 例えば、３月末時点で行(一)５級90号の60歳職員は、４月１日以降も、同じく行(一)５

級90号に位置づけられます。また、同時点で４級の職員を５級に昇任させることや（ただ

し、後述する役職定年の対象となる管理監督職への昇任はできません）、以降の昇給日に

昇給させる（上位の号給に位置づける）ことも可能とされています。 

 

(２) 給料月額 

 「特定日」以降の職員（60歳超職員）の給料月額 

         ＝（当該職員が格付けされる）現在の級号給の給料月額 × 70％ 

 現行の定年（60歳）を超える職員の給料月額は、当分の間（注）、現行の定年に達した日

後における最初の４月１日（「特定日」という。）以後、その職員の受ける級号給の給料

月額に100分の70を乗じて得た額とすることとされています。つまり、「特定日」以降は、

当該職員が格付けされる級号給の給料月額に70％を掛けた額が支給されることになります。 

 給料月額に50円未満の端数を生じる時には切り捨て、50円以上100円未満の端数を生じ

る時は100円に切り上げます（新一般職給与法附則第８項）。 

 ＜例＞ 行(一)５級90号の職員の給料月額（月額は2019年度の額） 

           ＝ 392,300円 × 70％ ＝ 274,610円 

       ※ 50円未満は切り捨てのため ⇒ 274,600円 

(注) 国家公務員法等の一部を改正する法律案の附則第16条に検討条項が設けられているため、当分

の間とされている。詳細は後述の「8.今後の検討事項」の項目を参照のこと。 

 

(３) 昇給 

 国公の場合は、現行の55歳を超える職員と同様に、「勤務成績が特に良好である場合」

を除いて、昇給しないこととされています。 

 なお、現在、国公の人事評価結果の昇給への反映は下図のような仕組みとなっています。

55歳を超える職員（ただし、行(二)適用の労務職員は57歳を超える職員）については、標
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準の勤務成績では昇給しないこととされ、昇給幅も勤務成績が極めて良好である職員で

あっても２号俸以上の昇給に抑制されています。 

 現在、地公では55歳を超える職員の昇給について国公と同様の取り扱いとしている場合

が多いのが現状ですが、高齢職員のモチベーションを維持する観点から、現役職員と同様

の取り扱いとすることをめざすことも含め、昇給のあり方について検討し、交渉・協議を

行うことも重要と言えます。 

 

【図表２】 
 

 

(４) 給与改定 

 職員が格付けされる号給の給料月額が、人勧等によりプラス改定となる場合はプラス改

定となった額を基礎に前項(２)の計算をします。マイナス改定の場合も同様の取り扱いと

なります。 

 

(５) 手当 

 国公については、以下の通り整理されています。 

 ① 俸給月額（給料月額）と同様に、60歳前の手当等の７割を基本に手当額等を設定 

    俸給の特別調整額（いわゆる管理職手当）、本府省業務調整手当、 

    初任給調整手当、管理職員特別勤務手当 

 ② 俸給月額（給料月額）に連動した額 

    超過勤務手当、休日給、夜勤手当、期末手当、勤勉手当、 

    地域手当、広域異動手当、特地勤務手当、特地勤務手当に準ずる手当、 

    研究員調整手当、専門スタッフ職調整手当 
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 ③ 60歳前の職員と同額 

    扶養手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、寒冷地手当、 

    特殊勤務手当、宿日直手当 

 

(６) 現業職員の給与 

 国公の場合は庁舎の監視等を行う労務職員（現業職員）の定年年齢は、現在63歳と定め

られています。労務職員についても、定年年齢は段階的に65歳に引き上げられますが、給

料月額が100分の70を乗じて得た額となるのは、当分の間、現在の定年年齢63歳に達した

日以後の４月１日以降から＝つまり64歳の年度以降になります（63歳までは、これまで同

様の取り扱い。新一般職給与法附則第８項第１号）。 

 

(７) 役職定年により降任等をされた管理監督職員の給与 

 Ａ 「特定日」以降の役職定年職員（60歳超の役職定年職員）の給料月額 

    ＝（当該職員が格付けされる）現在の級号給の給料月額 × 70％ ＋ 「差額」 

     ａ 「差額」＝「基礎給料月額」（降任等の前日の給料月額 × 70％） 

          －「特定日給料月額」（降任等の後の４/１の給料月額 × 70％） 

      ＊「差額」は給料として支給される 

      ＊ただし、「差額」を含むＡの額は、当該職員が属する級の最高号給の給料

月額を超えることはできない 

       Ａの額が最高号給の給料月額を超える場合には、 

       「当該職員が属する級の最高号給の給料月額」から、 

       「現在の級号給の給料月額×70％」（つまり当該職員の現在の給料月額） 

       を減じた額を「差額」と規定し支給 

 

 原則として、管理監督職員は60歳でその役職から外れ、管理監督職以外の職に降任・異

動することとされています（役職定年およびその特例については後述を参照）。 

 国公の場合は、対象となる「管理監督職」は、指定職俸給表の適用官職（幹部職員）、

俸給の特別調整額の適用官職（管理職手当が支給される職員）で、これら管理監督職の

「勤務上限年齢」は原則60歳とされ、上限年齢＝役職定年に達した場合は、課長補佐級や

専門スタッフ職等の管理監督職以外の官職に降任または降給を伴う転任（任用換）されま

す。 

 役職定年により任用換された職員の俸給月額（給料月額）は、 

 ① 降任等の任用換された後３月31日まで（異動期間）は、 

 当該職員が格付けされる級号俸の俸給月額が支給されますが、 

 ② 降任等の任用換された後の４月１日からは、上記の通り、 

 一般の職員と同様に、当該職員が格付けされている現在の級号俸の俸給月額に100分の

70を乗じて得た額に加えて、降任等による大幅な減額を考慮し、「差額」が俸給として支

給されます。具体的に「差額」は、降任等の任用換の前日の俸給月額の70％（＝基礎俸給

月額）から、任用換の後の４月１日の俸給月額の70％（＝特定日俸給月額）を差し引いた

額になりますが、ただし、任用換（降任）した級の最高号俸の俸給月額を超えない範囲で



 

－ 11 － 

の支給となります（新一般職給与法附則 第10～11項）。 

 なお、役職定年した職員についても、一般の職員と同じく、現行の55歳を超える職員と

同様に「勤務成績が特に良好である場合」を除いては昇給しないこととされています。 
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3. 定年前再任用短時間勤務職員                     
 

(１) 定年前再任用短時間勤務制度 

 60歳以降の職員の多様な働き方を可能とするため、「定年前再任用短時間勤務制度」を

導入することとしています（新国家公務員法第60条の２）。 

 職員が短時間勤務の職への任用を希望し、60歳に達した日以後、定年退職日前に退職し

た場合には、当該退職者を、従前の勤務実績等に基づく選考により、退職日の翌日に短時

間勤務の職に採用することができることとされています。加えて、60歳に達した日以後、

定年退職日前に退職した者を退職日の翌々日以降にも短時間勤務の職に採用することがで

きることとされています。 

 なお、国公の現行の再任用制度では、勤続25年以上かつ退職後５年以内であれば60歳前

に退職した者であっても再任用が可能とされていますが、今回の定年前再任用短時間勤務

制度については60歳前に退職した者は対象としていないため留意が必要です。 

 また、定年前再任用短時間勤務職員は、60歳を超える職員であることから、基本的には

役職定年の対象となる管理監督職に採用することはできません（後述する役職定年の特例

任用の適用とする管理監督職については、定年前再任用短時間勤務職員を採用することは

可）。 

(注) 65歳までの雇用継続措置を義務付ける高年齢者雇用安定法があること、さらに雇用と年金の接

続のため原則再任用とすることを求める2013年の閣議決定、総務副大臣通知があることを踏まえ

れば、分限免職に該当する場合などを除き任用することが求められます。閣議決定などを基礎と

して、意欲と能力がありながら再任用されないケースが起きないよう十分交渉・協議を行う必要

がある。 

 

(２) 定年前再任用短時間勤務の職員の任期 

 現行の再任用制度との大きな違いはその任期の取り扱いです。現行の再任用職員の場合、

１年間の任期の更新を繰り返しますが、定年前再任用短時間勤務職員の「任期」は、職員

が退職しなかったと仮定した場合の職員の定年退職日までとされています（例えば、元々

65歳定年予定の職員が、63歳から定年前再任用短時間勤務職員として働く場合は65歳の年

度の３月31日まで）。 

 自治体単組は、前提として、定年前再任用短時間勤務職員への任用は、あくまで職員の

希望した場合に限っての取り扱いであることを当局に確認し、こうした原則に基づく運用

となっているか制度施行後も注視し続ける必要があります。 

 このことに関して、公務労協は内閣人事局との交渉（2020年２月25日）において追及し

ており、内閣人事局は「職員の職業生活設計の支援のため、定年前再任用短時間勤務制を

盛り込む方向で考えているが、職員の自主的な選択を尊重しつつ行うべきものであり、強

制することは許されず、本人の意に反して定年前再任用短時間勤務職員にするということ

はないと考えている」との考え方を示しています。 

 短時間勤務の職務内容や勤務条件等が職員の希望に沿わなければ、退職せずに常勤職員

として引き続き勤務することも考えられます。また、下記イメージのように、退職後一定
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期間をおいた後、退職日の翌々日以降であっても、任命権者が必要と認める場合には採用

することができることとされています。 

 

【図表３】 
 

 

(３) 定年前再任用短時間勤務の職員の給与、勤務時間 

 給与、勤務時間等については、現行の再任用（短時間）勤務と同じ取り扱いとなります。 

 国公においては、現行の再任用短時間勤務職員と同様、１週間あたり15時間30分から31

時間まで（常勤職員の５分の２から５分の４の勤務時間）の範囲内で勤務時間を決めるこ

ととされ、年次休暇は、その者の勤務時間等を考慮して20日を超えない範囲内で人事院規

則で定める日数になります。 

 給与については、現行の再任用短時間勤務職員と同じ取り扱いとなりますが、現在は再

任用の級を定年前の級よりも相当程度、低位な格付けとするような実態にあるため、今回

の法改正が「知識、技術、経験等が豊富な高齢期の職員を最大限活用する」ことを目的と

していることに鑑み、現在の問題ある運用は見直していく必要があります（60歳超の常勤

職員の場合は、基本的に60歳時の級号給の格付けが継続され、100分の70を乗じた給料が

支給されますが、現在の再任用と同様に、定年前再任用短時間勤務職員の級格付けは退職

時にリセットされ、改めて格付けが行われます。）。そもそも、給料水準については、定

年前再任用短時間勤務職員の職をどのように設定するのかと関係してきますが、給料月額

＝級格付けが職務内容に比して低い設定となっていないか、他の職員と均衡しているか等

を確認し、必要に応じて改めていくことが重要です。 
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(４) 定年前再任用短時間勤務の職員の定数上の取り扱い 

 現行の再任用短時間勤務職員と同様に、「定数外」の取り扱いとなります。 

（※ 定年引き上げの職員は常勤職員であるため「定数内」の取り扱い） 

 

(５) 現業職員の定年前再任用短時間勤務制度の適用 

 上で触れた通り、定年前再任用短時間勤務を選択できるのは60歳に達した日以後とされ

ています。ただし、国公の労務職員（現業職員）については、定年引き上げに伴って、俸

給月額（給料月額）が70％となるのは63歳に達した日以後の４月１日以降（64歳の年度）

とされています。また後述の通り、労務職員の退職手当についてその者の非違によること

なく退職した場合に「自己都合」ではなく「定年」として取り扱われるのも63歳に達した

日以後とされていることから、定年前再任用短時間勤務を選択できるようにするのも、同

じタイミングとすることが適切と考えられます。 

 

(６) 65歳定年引き上げ完成時までの間は、経過措置として、 

             「暫定再任用制度」（フルタイム・短時間）を活用 

 定年は2022年度より、現在の60歳から、２年に１歳ずつのペースで段階的に引き上げら

れ、2031年度から65歳の定年退職者が発生することになります（前掲の図表１を参照）。 

 制度完成までの経過期間については、雇用と年金の接続の観点から、65歳まで再任用で

きるよう、現行の再任用制度と同様の仕組みが「暫定再任用制度」として措置されること

となります（改正法施行の2022年度以降、現在の再任用制度については廃止され、暫定再

任用制度として経過的に措置される。国家公務員法等の一部を改正する法律案附則第４～

７条）。 

 「暫定再任用職員」の任期、給与、勤務時間等の仕組みは、現行の再任用制度と同様で

す。 

 

(７) 「高齢者部分休業制度」は存置 

 国家公務員にはない地方公務員の独自の制度である「高齢者部分休業制度」(巻末の解説参照)

については存置されます。 

 高齢者部分休業制度は、各自治体が条例で定めています。申請要件について「要介護者

の介護をするために高齢者部分休業をしている場合において」と定める自治体があること

にみられるように、高齢職員のライフスタイルに対応するための部分休業制度として2004

年６月に法改正により創設されたものです（地方公務員法第26条の３）。 

 具体的な制度内容は自治体により様々ですが、一般的には、56歳以上の高齢職員を対象

としており、１週間あたりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で休業を行うこ

とができることとされています（公務の運営に支障がなければ任命権者が承認）。勤務し

なかった時間あたりの給与等については減額され、退職手当も休業期間の２分の１に相当

する期間を在職期間から除算することとされていますが、常勤職員であるため、給料・手

当等については基本的に常勤職員と同じ仕組みで算定することとなります。 

 今回、定年引き上げが行われることにより、65歳の定年退職日までの間、「高齢者部分

休業」を取得することが可能となります。60歳以降の給料は60歳前の給料月額の70％です
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が、60歳以降に高齢者部分休業を取得した場合、給料月額の70％の額を基礎として勤務し

なかった時間分について減額することとなります。また、定年前再任用短時間勤務職員と

なった後に常勤職員に戻ることはできませんが、高齢者部分休業については部分休業の期

間終了後にフルタイムの勤務に戻ることになります。（部分休業の申請要件に該当するか

否かという前提はありますが、）短時間勤務ということだけに着目するなら、60歳以降の

職員については、高齢者部分休業と定年前再任用短時間勤務が制度として併存するという

ことになります。現在、高齢者部分休業制度はあまり活用されていない実態にありますが、

高齢職員の多様な働き方を確保するという観点から、活用の拡大にむけて検討、交渉を行

うことも大変重要です。  
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（考察）60歳超の職員の任用と任用形態による給与の違い         
 

○無年金期間が拡大、再任用制度が発足した2001年とは状況が大きく異なる 

 再任用職員を低い級に格付けするような現在の運用は見直すことが必要 

 再任用制度が発足したのは2001年４月、段階的に再任用の対象年齢も引き上がり、2013

年度以降は65歳となりました。一方で、公的年金の支給開始年齢は段階的に引き上げられ、

1961年４月２日以後の生まれの職員については、2025年度から、経過的職域加算部分およ

び老齢厚生年金部分の支給開始は65歳となります。制度の発足当時から状況は大きく変化

し、無年金期間の拡大により、職員として働かなければ生計を立てることも困難となって

います。 

 高年齢者が少なくとも年金支給開始年齢までは意欲と能力に応じて働き続けられる環境

の整備を目的として、高年齢者雇用安定法の一部が改正され、希望する労働者（期間の定

めのない労働者）全員を65歳まで雇用する措置を設けることが企業には義務付けられてい

ます。これにあわせる形で、政府は「国家公務員の雇用と年金の接続について」において、

公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、希望者全員を再任用するとの方針を閣議決定

（2013年３月26日）しており、地方公務員に関しても総務副大臣通知において、閣議決定

の趣旨を踏まえ、必要な措置を講ずるよう要請しています。 

 つまり、任命権者には、雇用と年金の接続という趣旨から、60歳以降についても、フル

タイムでの任用を基本として雇用する責任があるということです。閣議決定、副大臣通知

などをもとに、意欲と能力がありながら任用されないケースが起きないよう単組として十

分交渉・協議を行う必要があります。 

 また、制度発足時は、経過的職域加算部分（３階）および老齢厚生年金部分（２階）が

引き続き支給されることを念頭にその支給停止（調整）の仕組みと、引き上げとなる定額

部分（基礎年金部分）の年金額などとのバランス等も踏まえて、再任用者の職務と賃金を

決定したことから、低位に位置づけられてきました。そのため多くの自治体では定年時の

級よりも相当低い級に格付けされることが多いのが現状です。 

 年金も受給できていた制度導入時と、無年金期間が拡大した現在とでは状況も大きく異

なってきていることから低い級に格付けするような現在のような運用に関しては根本的に

見直していく必要があります。 

 

〇常勤職員より少ない再任用職員の期末・勤勉手当の支給月数 

 扶養手当、住居手当なども支給されないなど制度上の差異 

 これまで触れた通り、60歳超の職員は任用形態の違いによって、給与の取り扱いについ

ても異なることになります。65歳までの段階的な定年引き上げの間は、経過期間として、

暫定再任用制度（フルタイム・短時間）が措置されることから、より状況は複雑と言えます。 

 右表は2019年度の行(一)の俸給月額から作成したものです。行(一)５級の最高号俸：93

号俸の俸給月額の70％は275,100円、現行の行(一)５級フルタイムの再任用職員の給料は

289,700円と再任用の方が、額が若干高いものの、期末・勤勉手当の支給月数の違いや、

扶養手当や住居手当など支給されない手当があるなど制度自体に問題があります。加えて、
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自治体の再任用時の級の格付けは定年前より低位に置かれる場合が多い（定年延長の場合

は60歳の級号給を継続）ことから、トータルでみれば定年延長での勤務の方が給与につい

ては優位といえます。 

 

〇65歳まで働き続けることを前提とし、職員の知識や経験等を積極的に活用 

 職務内容にふさわしい給料水準としていくことが重要 

 手当支給の差異など再任用制度そのものの見直しも求められるところですが、運用段階

においては、定年引き上げの完成時を見据えて、現行の再任用職員、施行以降の暫定再任

用職員について、この際、職員の知識や経験等を積極的に活用することとし、そうした職

務内容にふさわしい給料水準としていくことが重要です。 

 60歳超の職員には、フルタイムの常勤職員、高齢者部分休業中の常勤職員、定年前再任

用短時間勤務職員が混在し、さらに制度完成までには暫定再任用職員（フルタイム・短時

間）の運用が加わることになります。職務給の原則から、職員の給与は均衡が求められる

ことは当然です。これら職員の職務をどのように設定するのか、並行して、職務に見合っ

た給料（賃金）のあり方をどのようにしていくのか、運用について、早急に労使で話し合

う必要があります。 

 

【図表４】 
 

 60歳超の常勤職員 
現行 再任用職員 

（フルタイム勤務） 

俸給（給料） 俸給月額の70％ 単一号俸 

参考 行(一)５級 

（*70％を乗じる前の額） 

202,800～275,100円 

（*289,700～393,000円） 
289,700円 

参考 行(一)４級 

（*70％を乗じる前の額） 

184,900～266,700円 

（*264,200～381,000円） 
274,600円 

俸給の調整額 〇（60歳前の70％） 〇 

俸給の特別調整額 

（管理職手当） 
〇（60歳前の70％） 〇（再任用職員に係る額） 

本府省業務調整手当 〇（60歳前の70％） 〇（再任用職員に係る額） 

初任給調整手当 〇（60歳前の70％） × 

管理職員特別勤務手当 〇（60歳前の70％） 〇 

専門スタッフ職調整手当 〇 〇 

地域手当 〇 〇 

広域異動手当 〇 〇 

研究員調整手当 〇 × 

特地勤務手当 〇 × 

特地勤務手当に準ずる手当 〇 × 

超過勤務手当 〇 〇 

休日給 〇 〇 

夜勤手当 〇 〇 

期末手当（年間支給月数） 〇（260/100） 〇（145/100） 

勤勉手当（年間支給月数） 〇（185/100） 〇（90/100） 

扶養手当 〇 × 

住居手当 〇 × 

通勤手当 〇 〇 

単身赴任手当 〇 〇 

特殊勤務手当 〇 〇 

宿日直手当 〇 〇 

寒冷地手当 〇 × 

※ 俸給月額、期末手当および勤勉手当の年間支給月数は2019年度 
※ 再任用職員の地域手当のうち特例的に支給されるもの（異動保障等）は不支給 
※ 再任用短時間勤務職員については、再任用フルタイム勤務職員に支給される手当と同額とす 

 ることが合理的でないと認められる手当等（俸給の調整額等）の支給額については、短時間勤 
 務職員の勤務時間数等を考慮した額  

高齢者部分休業職員 

 

● 60歳超の高齢者部分

休業の職員の給与の取

り扱いについては、60

歳超の常勤職員と同

じ。１時間当たりの給

与等を減額（給与期間

の勤務しなかった全時

間数によって計算） 

● 勤務成績が特に良好

である場合には昇給が

可能（２号俸） 

定年前再任用 

短時間勤務職員 

 

● 定年前再任用短時間

勤務職員の給与は、現

行の再任用職員の取り

扱いと同じ 

● 60歳超の常勤職員に

支給される扶養手当や

住居手当などが支給さ

れない 

● 期末・勤勉手当の支

給月数も異なる 
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4. 60歳に達した日以後の職員の退職手当                
 

 地方公務員の退職手当については、地方公務員法第24条第２項に基づき、国家公務員の

制度等に準じることとされており、総務省は、国家公務員退職手当法に準じて「職員の退

職手当に関する条例案」を示し、各自治体が退職手当条例を整備しています。こうしたこ

とから、今回の国公の見直し内容を踏まえて、自治体および退職手当組合は条例改正を行

うこととなるため、県本部・単組は下記を踏まえて、交渉・協議を行う必要があります。 

 

(１) 退職事由は「自己都合」ではなく「定年」としての取り扱い 

 60歳に達した日以後に、定年前再任用短時間勤務職員になるなど、定年前の退職を選択

しても、退職手当が減額されることはありません。 

 改正後の新国家公務員退職手当法の附則（第12～14項）の規定により、当分の間、60歳

に達した日以後、その者の非違によることなく退職した職員（ただし、勤続期間11年未満

の職員を除く）の退職手当については、職員が不利にならないよう、退職事由を「自己都

合」ではなく「定年」を理由とする退職と同様に取り扱い、算定することとされています。 

 なお、労務職員（現業職員）に関しては、附則第12項第１号イ等の規定により、63歳に

達した日以後の適用とされています。 

 

(２) 手当の算定方法はこれまでと同じ、給料月額の引き下げには「ピーク時特例」を適用 

 今回の法改正では、退職手当の算定方法の見直しはありません。 

 現在と同じ方法で算定することになりますが、上記(１)の対象者が気になるのは、60歳

に達した日以後の４月１日（特定日という）以降、俸給月額（給料月額）７割水準となる

こととの関係についてですが、このことによる退職手当の減額はありません。 

 在職期間中に、俸給月額の減額改定（いわゆるベースダウン）以外の理由（降格や俸給

表間異動など）により、俸給月額が減額されたことがある場合には、現行の国家公務員退

職手当法の第５条の２に規定する、いわゆる「ピーク時特例」が適用されます。 

 定年退職時の俸給月額のみで「基本額」を算定するのではないかと心配する方がいるか

もしれませんが、特定日以後の俸給月額の７割への引き下げについては、この「ピーク時

特例」が適用され、「基本額」は、現在の定年60歳の年度までの期間と、俸給月額が７割

となる特定日以降の期間とに分けて計算します（図表５を参照）。実際の勤続期間をもと

に計算してみると分かりますが、定年の引き上げにより俸給月額が７割となることに伴う、

退職手当「基本額」のマイナス効果がないことが分かります。 

 

 なお、「ピーク時特例」とは直接関係しませんが、定年が引き上げられることにより、

中途採用などで、勤続年数が35年に満たない場合には（退職手当の「支給率」が最大値に

達しておらず）、引き上げられた期間分が勤続年数に加わるため、その分がプラス効果と

して現れることになります。 

 国家公務員退職手当法の第５条の２の「ピーク時特例」に関しては、総務省が示す条例

例に基づき、自治体の退職手当条例にも規定されているはずですが、改めて、条例を確認
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し、規定されていないという場合には、制度に関する国公との均衡の観点から、早急に条

例改正を行うよう求めましょう。 
 
 
退職手当の基本算定構造 

 退職手当額 ＝ 基本額 ＋ 調整額 

   基本額 ＝ 退職日給料月額 × 退職理由別・勤続年数別支給率 

   調整額 ＝ 調整月額のうちその額の多いものから60月分の額を合計した額 
 
                     調整月額は職員の区分に応じて定める額（95,400円～０円） 

 
【図表５】 
 

 

(３) 今回の定年引き上げと「早期退職募集」との関係について 

 国家公務員においては、現行の60歳定年のもとでは、応募認定による定年前早期退職者、

いわゆる「早期退職募集制度」について、割増率の対象者を45歳から59歳の者としていま

すが、今回、その点の変更はありません（国家公務員退職手当法の第５条の３）。つまり

は60歳超の期間については退職手当の割増率の設定はなく、60歳超の職員はそもそも早期

退職募集の対象外ということになります。 

 定年の引き上げは、政府の法案概要のペーパーにあるように、「知識、技術、経験等が

豊富な高齢期の職員を最大限活用する」ことを目的としており、60歳超職員に引き続き勤

務し活躍することを期待するものであるため、当該年齢層（60歳～64歳）に新たにインセ

ンティブをつけて退職を促す見直しは行わないということで、国家公務員退職手当法を所

管する内閣人事局は、当分の間、対象となる年齢と割増率を維持する考えを示しています。 
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【図表６】 

国家公務員退職手当支給率早見表 

（2018年１月１日以降の退職） 
 

勤
続
年
数 

法第３条  法第４条  法第５条 

自
己
都
合 

(

十
一
年
未
満
勤
続) 

定
年
・
応
募
認
定
退
職(

一
号)

・ 

任
期
終
了
・
事
務
都
合
退
職
・ 

公
務
外
死
亡
・
通
勤
傷
病
等 

公
務
外
傷
病 

(

通
勤
傷
病
を
除
く) 

(

十
一
年
以
上
二
十
五
年
未
満
勤

続) 

定
年
・
応
募
認
定
退
職(
一
号)

・ 

任
期
終
了
・
事
務
都
合
退
職
・ 

公
務
外
死
亡
・
通
勤
傷
病
等 

整
理
・
応
募
認
定
退
職(

二
号)

・ 

公
務
上
死
亡
・
公
務
上
傷
病 

(

二
十
五
年
以
上
勤
続) 

定
年
・
応
募
認
定
退
職(

一
号)

・ 

任
期
終
了
・
事
務
都
合
退
職
・ 

公
務
外
死
亡
・
通
勤
傷
病
等 

年 
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4 

 
0.5022 
1.0044 
1.5066 
2.0088 

 
0.837 
1.674 
2.511 
3.348 

 
0.837 
1.674 
2.511 
3.348 

  
1.2555(3.6a) 
2.511(4.5a) 
3.7665(5.4a) 
5.022(5.4a) 

 

5 
6 
7 
8 
9 

2.511 
3.0132 
3.5154 
4.0176 
4.5198 

4.185 
5.022 
5.859 
6.696 
7.533 

4.185 
5.022 
5.859 
6.696 
7.533 

 6.2775 
7.533 

8.7885 
10.044 
11.2995 

 

10 
11 
12 
13 
14 

5.022 
7.43256 
8.16912 
8.90568 
9.64224 

8.37 8.37 
9.2907 
10.2114 
11.1321 
12.0528 

11.613375 
12.76425 
13.915125 

15.066 

12.555 
13.93605 
15.3171 
16.69815 
18.0792 

 

15 
16 
17 
18 
19 

10.3788 
12.88143 
14.08671 
15.29199 
16.49727 

 12.9735 
14.3127 
15.6519 
16.9911 
18.3303 

16.216875 
17.890875 
19.564875 
21.238875 
22.912875 

19.46025 
20.8413 
22.22235 
23.6034 
24.98445 

 

20 
21 
22 
23 
24 

19.6695 
21.3435 
23.0175 
24.6915 
26.3655 

 19.6695 
21.3435 
23.0175 
24.6915 
26.3655 

24.586875 
26.260875 
27.934875 
29.608875 
31.282875 

26.3655 
27.74655 
29.1276 
30.50865 
31.8897 

 

25 
26 
27 
28 
29 

28.0395 
29.3787 
30.7179 
32.0571 
33.3963 

 28.0395 
29.3787 
30.7179 
32.0571 
33.3963 

 33.27075 
34.77735 
36.28395 
37.79055 
39.29715 

33.27075 
34.77735 
36.28395 
37.79055 
39.29715 

30 
31 
32 
33 
34 

34.7355 
35.7399 
36.7443 
37.7487 
38.7531 

 34.7355 
35.7399 
36.7443 
37.7487 
38.7531 

 40.80375 
42.31035 
43.81695 
45.32355 
46.83015 

40.80375 
42.31035 
43.81695 
45.32355 
46.83015 

35 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 

39.7575 
40.7619 
41.7663 
42.7707 
43.7751 
44.7795 
45.7839 
46.7883 
47.709 
47.709 

 47.709 

 39.7575 
40.7619 
41.7663 
42.7707 
43.7751 
44.7795 
45.7839 
46.7883 
47.709 
47.709 

 47.709 

 47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 

47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 
47.709 

 
(注１) （  ）内は､法第６条の５の最低保障である。 
(注２) ａは、基本給月額であり、俸給及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当等（又はこれらに相当する手当）の月額合

計額をいう。 
(注３) 法附則第21項から第23項まで及び昭和48年法律第30号附則第５項から第７項による退職手当の基本額の調整(83.7/100)を含め

た計数である。 
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5. 役職定年制（管理監督職勤務上限年齢制）              
 

(１) 制度の概要 

 60歳時点で管理監督職についている職員がそのポストに在職し続けた場合、若年・中堅

層職員の昇進ペースが遅くなり、職員の士気の低下を招く恐れがあります。組織の新陳代

謝を確保し、活力を維持するため、60歳以降は原則として管理監督職のポストから外す役

職定年制が導入されることになりました。 

 具体的には、管理監督職に就いている職員が「管理監督勤務上限年齢」に達した場合、

その日以降最初の４月１日まで（異動期間）に他の職（管理監督職以外の職）に任用替え

（降任または転任）するというものです。勤務上限年齢に達した職員は、異動期間が終

わってから、新たに管理監督職に就けることはできません。 

 勤務上限年齢は原則60歳とされますが、職務の特殊性や欠員補充の困難性がある職につ

いては、61～64歳の範囲で別の定めをすることが可能です。 

 対象となる管理監督職は、国家公務員では「指定職並びに俸給の特別調整額適用官職及

びこれに準ずる官職」と定められました。 

 

(２) 地方公務員における考え方 

・役職定年対象範囲：管理職手当の支給対象となっている職 

・役職定年年齢：60歳 

 地方公務員における役職定年制は、新地方公務員法第28条の２に規定され、その対象は、

管理職手当を支給されている職員及びこれに準ずる職で、条例で定める職となっています。 

 対象となる職員の範囲及び役職定年年齢は条例で定めるものとされていますが、「国及

び他の地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなければな

らない」（第28条の２第３項）とされており、自治体によって対象範囲と年齢にばらつき

が出ることは想定されていません。 

 さらに、総務省は役職定年制について、すべての自治体で一律に導入するものとの見解

を示しています。（2020.3.12地公部会による公務員部長交渉） 

 

(３) 役職定年により降任した職員の働き方 

 役職定年の導入により、かつての上司が部下になるという状況がこれまで以上に広く出

てくることになり、本人のモチベーションや職場の人間関係に支障が出る恐れがあります。

このため、役職定年後の職員の配置や職務内容についてあらかじめ検討しておくことが必

要です。 

 例えば、総務省が地方公務員月報（2019年11月号）のコラムで示しているように、ライ

ン職の下位（課長補佐など）に位置付けるという選択肢だけではなく、特定の分野の専門

職であるスタッフ職として主幹などに位置づけるなどといったことが考えられます。  
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6. 特例任用（役職定年の例外）                    
 

(１) 制度の概要 

 役職定年制により公務の運営に著しい支障が生じる場合には、１年以内の期間内で役職

定年を延長できる仕組みが設けられました。 

 この例外措置については、①は個々の「職員」の特例を認めるもの、②一定の「官職」

について特例を定めるものの２つのパターンが定められています。 

 

特例任用①（新国家公務員法第81条の５第１項） 

＜延長前と同じ職に従事＞ 

・職務遂行上の特別の事情がある場合（特別な 

 プロジェクトの継続の必要がある場合など） 

・職務の特殊性によりそのポストの欠員の補充 

 が困難である場合（特殊な技能が必要な職務 

 など） 

⇒当該管理職を、最長３年留任させることがで 

 きます。 

※ 現行の勤務延長と同様の要件 

 

特例任用②（新国家公務員法第81条の５第３項） 

＜延長前と同じ職及び同様の職にも従事可能＞ 

・特定の管理職グループについて、一律に役職 

 定年制を適用した場合、欠員の補充が困難と 

 なる場合 

⇒当該管理職を定年まで留任またはグループ内で

転任・降任させることができます。（昇任は   

できません）。人事院規則で具体的に特定の管理

職グループを定めることになります。 

 

(２) 特例任用者の給与 

 特例任用①により、60歳以後も管理職に就く職員については、管理職に就いている間は、

給料を７割とする措置は適用されません。（新一般職給与法附則第９項３号）  

 

(３) 勤務延長 

 ①職務遂行上の特別の事情がある場合、②職務の特殊性によりそのポストの欠員の補充

が困難である場合においては、人事院の承認を得て、３年まで定年を延長することができ

ます。（新国家公務員法第81条の７） 

 ただし、定年退職日に管理職についている職員が勤務延長をできるのは、役職定年年齢

が63歳以上かつ上記の特例任用①により役職定年の例外を受けている場合に限るものとさ
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れています。 

 これは、元々制度化されていた勤務延長の制度を、踏襲したものですが、いずれにしろ

特殊な場合においてのみ認められる特例的措置であり、厳格に運用されなければなりませ

ん。 

 

(４) 地公における考え方 

 地方公務員においても、上記２種の役職定年の例外措置が地公法上に規定され、条例で

定めることができるとされています（新地方公務員法第28条の５）。ただし、この例外措

置は、組織の新陳代謝を確保して公務能率の確保を図るという制度趣旨に反しない範囲で

定める必要があります。例外措置を設けるかどうか、またどういう場合に例外措置を適用

するか（特例任用①）、どの管理職群を例外措置の対象とするか（特例任用②）について、

自治体の年齢構成、人事管理上の課題等に応じてそれぞれ判断し、条例化することになり

ます。 

 現在、再任用職員を管理職に任用しているなど、管理職のなり手が不足している自治体

では、例外措置を検討することが考えられますが、安易に例外措置を定めることや、適用

拡大されることのないよう、組合として注視するとともに、人材育成を強化し、中堅職員

をより積極的に昇進させるなど、中長期的な人事管理も合わせて検討するよう求めていく

必要があります。 

 なお、勤務延長についても、国同様規定されています（新地方公務員法第28条の７）が、

ごく特定の特殊な場合に限られるよう、慎重かつ厳格に運用すべきものです。とくに、管

理監督職の勤務延長については、前述のように役職定年年齢が63歳以上かつ上記の特例任

用①の職員に限られますので、地公の場合は実際の適用はあまり想定されません。  
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7. 情報提供・意思確認                        
 

 定年引き上げに当たり、任命権者は当分の間、職員が60歳に達する年度の前年度に、60

歳以後の任用・給与・退職手当の制度に関する情報提供を行い、60歳以後の勤務の意思を

確認することとなります。（新地方公務員法附則第23条） 

 これまで述べたとおり、60歳以後の任用形態は多様となるため、任用の違いによる任期、

給料・手当、勤務時間等の労働条件の違いを当局にしっかり説明させる必要があります。 

 また、人件費削減のために当局が「定年前再任用短時間勤務制」への誘導を行う可能性

も考えられます。当局の恣意的な運用を許さず、職員が必要十分な情報をもとに自主的に

選択し、その希望に応える運用とすることを交渉の中で確認しておくことが必要です。 

 総務省も、「恣意的な再任用の運用を進めることを考えてはいないし、そういう事態が

あれば是正を指導していく立場だ」と述べています。（2020.3.12地公部会による公務員

部長交渉）  
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8. 今後の検討事項                          
 

 国家公務員法等の一部を改正する法律附則第16条において、今後の検討事項３点が規定

されました。このうち、(２)、(３)については、自民党内における法案審査の過程で、公

務員厚遇等の批判を背景とした党行政改革推進本部等からの指摘を受けて、急遽盛り込ま

れたものです。この２点は、地方公務員法には盛り込まれていませんが、国との権衡の観

点から、国の制度改正は地方にも影響することになるため、注視が必要です。 

 

(１) 役職定年・定年前再任用短時間勤務職員制度に関する検討 

 政府は、国家公務員の年齢構成及び人事管理の状況、民間における高年齢者の雇用の状

況、人事院における検討の状況に鑑み、必要がある場合は、役職定年及び定年前再任用短

時間勤務職員制度について検討を行い、所要の措置を講ずることとされました。地方にお

いても、国家公務員の役職定年・定年前再任用短時間勤務職員の検討状況に鑑み、必要が

あれば所要の措置を講じることとされました。 

 

(２) 60歳前の給与水準について 

 政府は、60歳前後の給与水準が連続的なものとなるよう、国家公務員の給与制度につい

て、人事院において公布後速やかに行われる昇任・昇格の基準、昇給の基準、俸給表など

についての検討の状況を踏まえ、定年引き上げ完成の前（2030年３月31日まで）に所要の

措置を順次講ずることが規定されました。 

 人事院は、2018年の意見の申し出において「60歳を超える職員の給与水準の引下げは、

当分の間の措置と位置付けることとし、民間給与の動向等も踏まえ、60歳前の給与カーブ

も含めてそのあり方を引き続き検討していく」としており、これを受けた内容が法案にも

書き込まれる予定でしたが、前述の自民党内の議論を受けて、より具体的に、期限を切っ

た内容に修正されたものです。  

 この附則・検討条項について公務労協は遺憾であるとの見解を示しています。今後の取

扱い等については、３月12日に実施した内閣人事局人事政策統括官交渉及び人事院給与局

長交渉において「政府・国会からの如何なる圧力も排除した人事院の主体的・独立した検

討・対応として、公務員連絡会との交渉・協議による」ものであるとの見解を明らかにさ

せています。引き続き、検討状況を注視しつつ、公務労協・公務員連絡会に結集し、政府

との交渉・協議を強化します。 

 

(３) 人事評価について 

 政府は、公布後速やかに評語の区分など人事評価について検討を行い、施行日までに所

要の措置を講ずることが規定され、能力及び実績に基づいた人事管理の徹底を図ることと

されました。 

 なお、能力・実績主義の徹底に関して、本年、内閣人事局が策定した「令和２年度にお

ける人事管理運営方針」（2020年３月31日決定）では、下記の事項について期限を決めて

実施することが明記されました。 
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・ 勤務実績が良くない職員への措置について、「最下位（Ｄ）」だけでなく、「下位

（Ｃ）」の評価がされた職員についても、勤務成績改善が見られない場合に分限降任の

対象とすることとし、2020年前半を目途に具体的な手続きを明確化する。 

・ 人事評価の改善に向け、有識者による検討体制を設け、評語の分布状況の調査等を行

いつつ、評語区分の細分化、評価結果等の情報の管理・活用について検討し、必要な措

置を2021年夏までを目途に順次実施する。 

 

 地方公務員においては、総務省がこの間進めてきた人事評価結果の賃金等への反映につ

いて、2022年の法施行までにすべての自治体での導入を求めるなど、さらに圧力を強めて

くることが想定されます。単組においては、一方的な評価結果の賃金への反映を許さない

ことはもちろん、公平・公正でモチベーションの向上につながる制度となるよう、制度設

計についても関与する必要があります。 

 とりわけ昇給への活用は、生涯賃金の差につながります。評価結果の活用については、

人材育成につなげていくという本来の制度趣旨を踏まえ、対象者を均等化する運用をさせ、

賃金水準の底上げにつなげるなどの工夫が必要です。 

 また、国においては、2014年から55歳を超える職員は標準の勤務成績では昇給停止とす

るなど昇給抑制措置が講じられており、これに準じている自治体が多くあります。高齢層

職員のモチベーションに関わることから、高齢層職員の昇給についても合わせて検討する

必要があります。  
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＜交渉のポイント＞ 

 

 地方公務員における定年延長は法定事項となることから、全ての自治体および公共サー

ビス関連職場で制度導入を行うことが必要です。一方で、具体的な賃金・労働条件などは

全て条例で定め、「職員が60歳に達する日の前年度に情報提供・意思確認」するとされて

いるため、基本的には2021年３月までに条例改正を終えておくことが必要です。 

 そこで、現時点で想定される課題に対する対応と、条例改正に向けた各単組における取

り組みのスケジュール（案）について以下のとおり示します。 

 

1. 単組の取り組み課題                        
 

(１) 高齢になっても働き続けられる職場づくり 

 2008年に成立した国家公務員制度改革基本法に「定年を段階的に65歳に引き上げ」が規

定されて以降、政府・人事院において検討が重ねられてきました。その中で、「いわゆる

困難職種」（加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障をきたす職務）の取り扱いにつ

いて、国家公務員は刑務官・海上保安官・航空管制官など、地方公務員では消防職員や電

車・バスの運転手など、と想定しながら人事院や政府検討会で議論が行われてきました。 

 しかし、2018年人事院の「定年を引き上げるための意見の申出」および、これを受けて

閣議決定した国公法・地公法の一部改正案においては、「いわゆる困難職種」について規

定はありませんでした。それは、すべての人が65歳に達しなければ年金の支給はされない

ことから、いかなる職種であっても年金支給開始まで雇用は確保しなければならず、その

対応は国公や地公、各職場の実情に応じた検討や工夫が求められるからだと想定されます。 

 地方公務員の職場でも、職種によっては60歳以降も同じ職務を行うことが困難な場合も

あり得ますが、そうした状況の中でも年金への接続のために、いかに仕事と雇用を確保す

るのかが極めて重要となります。総務省も「高齢職員が働き続けられる環境について、労

働安全衛生法62条（中高年齢者の身体の条件に応じた安全衛生上の配慮）も踏まえた整備

と対応が求められる」と見解を述べています。 

 単組では、2013年総務副大臣通知（職務の特殊性を踏まえ、公務の円滑な遂行に支障が

生じないよう必要な措置を検討）も踏まえつつ、「いわゆる困難職種」について、どの職

務が該当するのかについて労使で協議・確認することが必要です。その上で、労働安全衛

生法62条も含めて、当該職員が働き続けられる職場環境の整備（職務の見直し・配置）、

働き方などについて協議し、それぞれの職場実態に応じた仕事のあり方を検討・工夫しな

がら雇用を確保していくことが求められます。 

 

(２) 役職定年の取り扱い 

 組織の新陳代謝を確保し、活力を維持するために導入される役職定年制について、地公

法改正案でも「導入する」ことが規定されますが、具体的な「役職定年の対象となる

職」・「役職定年年齢」などについては条例で定めることとなります。国公法改正案を踏

まえ、対象となる職は管理職以上、年齢は60歳とする条例化を求めます。 
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 また、公務運営に著しい支障が生じる場合に限定した役職定年の例外として「特例任用」

が認められることとなりました。とりわけ小規模自治体では年齢構成の偏りなどによりポ

ストの欠員の補充が困難であるなどの課題もありますが、安易に特例任用を行うことは、

組織の硬直化に繋がる危険性や制度の主旨に反することが予想されます。そのため、役職

定年制の運用について制度発足時に労使交渉で確認していくことが重要です。 

 

(３) 国公法改正法案（付則）への対応について 

 国公法改正案は、付則において①60歳前後の給与水準が連続的なものとなるよう給与制

度の見直し（2030年３月まで）、②人事評価の評語区分の見直し（2022年３月まで）が検

討事項として盛り込まれました。地公法改正案には盛り込まれていませんが①の給与制度

は国公との均衡原則により地公へも適用されることになりますし、②の人事評価について

も国公の制度見直しを受けて地方に対する圧力がさらに強まることが想定されることから、

国会における法案審議を注視するとともに、自治労として以下のとおり取り組みを進めま

す。 

 ① 給与制度の見直し 

   「60歳前後の給与水準が連続的なものとなる」とは、2030年度の制度発足時は60歳

を境に一気に３割下がる給与カーブを60歳前の給与水準を引き下げ一連の流れとする

内容であると考えられます。 

   これまで公務員の給与制度は、2006年給与構造改革、2014年給与制度の総合的見直

しによって、大幅な水準引き下げと格差拡大が強行されてきましたが、今回の給与制

度見直しは、それに次ぐ大きな賃金引き下げとなる危険性が高いといえます。 

   具体的内容は、今後、人事院で検討が進められることになりますが、自治労として

公務労協・公務員連絡会に結集しながら対策を強化していきます。併せて単組・県本

部では、人事院の検討や公務員連絡会との交渉状況に注視しながら、まずは、未だ格

差が埋め切れていない平均6.8％（4.8＋2.0％）の賃金引き上げに向けて、初任給引

き上げ・昇給昇格運用などの改善を追求していくことが重要です。 

 ② 人事評価への対応 

   公務員の定年延長が検討されてきた過程において、常に能力・実績に基づく人事管

理がセットとして議論されてきました。国家公務員は2009年から人事評価の本格実施

と処遇反映が行われ、地方公務員についても2016年から本格実施が行われ、評価結果

の処遇反映も拡がってきています。 

   今回の国家公務員法一部改正案に伴い、付則に人事評価を盛り込んだのは、国家公

務員の評価結果の処遇反映は「上位評価には枠を設けているが、下位評価は絶対評価

として枠を設けていない」という実情に対して、「全体を相対評価として下位評価に

も枠も設けるべき」という自民党の指摘があったとされています。しかし、相対評価

により無理やり下位評価者を必ず作りだすことが、人事評価制度の主旨（人材育成に

よる組織の活性化）に繋がるとは到底考えられません。自民党の指摘は単に下位区分

にも枠を設けることによって総人件費を抑制する狙いであると捉える必要があります。 

   一方、地方公務員における評価結果の処遇反映状況は、県・政令市では殆どの自治

体で勤勉手当・昇給ともに処遇反映されていますが、市町村において処遇反映を行っ
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ているのは勤勉手当・昇給ともに50％程度にとどまっています（図表７参照）。これ

を受け総務省は、毎年、調査を行いながら評価結果の処遇反映圧力を強めています。 

   しかし、人事評価の公平・公正性が確保されない中での処遇反映は、制度目的であ

る人材育成・士気の高揚に繋がらないばかりか、職場に格差と混乱を招くことに繋が

ります。改めて、そのことの理解を広めるとともに、現在の人事評価の実態について

検証し、４原則２要件の確保に向けた取り組みを強化する必要があります。 

   その上で、今後、さらに処遇反映圧力が強まることや、水準引き下げに向けた給与

制度見直しが検討されることなどを踏まえ、高齢層職員の昇給確保や旧特昇財源を活

用した給料水準の底上げにつなげるために、逆に人事評価制度を利用することを追求

する必要があります。そこで、まずは現在の昇給昇格運用について、『本格実施して

いる人事評価も含めた労使交渉・協議・合意のもとに形成されている』ことを踏まえ、

「既に評価結果の活用は行っている」という認識を労使で共有化し、総務省調査への

対応を求めることとします。 

 

【図表７】 

 
 

(４) 賃金水準の確保について 

 定年年齢の段階的引き上げとなる常勤職員の給与については、国公法・地公法の一部改

正案とも60歳時の70％とされていますが、その根拠は2018年の人事院の意見の申し出を踏

まえ、民間の60歳超の再雇用者の給与水準が基礎となっています。 

 2011年に人事院が初めて意見の申し出を行うにあたって、公務員連絡会・自治労は、公

務労協が行った組合員アンケート結果（2008年）を踏まえ８割水準を求めて交渉を行って

きました。しかし、人事院は民間の給料実態を理由に、結果的には手当も含めて年収で

70％水準として勧告としました。一方で政府は、民間では雇用継続で対応している事業所

が圧倒的に多いという実情を踏まえ、政府が再任用の義務化という基本方針を示したこと

から、公務員の定年引き上げも頓挫し、2018年の人事院の意見の申し出、今回の国公法・

地公法の改正法案までずれ込むこととなりました。 

 2018年の人事院の意見の申し出では、「賃金構造基本統計調査（厚労省）」、「職種別
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民間給与実態調査（人事院）」ともに、民間の60歳超の給与水準が60歳時点の約７割とい

う実態が示されましたが、これを受けて公務員連絡会・自治労とも『60歳退職前の７割を

最低とした賃金水準の確保』を求めるとしてきました。さらに、公務員給与の決定原則が

民間準拠であることや、地方公務員法（第24条）においても、国および民間事業所従業員

との均衡が規定されていることを踏まえれば、定年年齢の引き上げに伴う60歳超の給与水

準について、まずは60歳前の70％水準の確保を追求することが必要です。 

 その上で、この間の給与構造改革や給与制度の総合的見直しにより、①各種手当におい

て国公と地公の格差が拡大したこと、②地域給与制度により地公の給与水準が低く抑えら

れていること、加えて、③今回の国公法改正案において60歳前後の給与水準の見直しが検

討されていることなどを踏まえ、これまでも追求してきている到達目標（ポイント賃金）

の確保に向けて、初任給や昇給昇格基準の改善をはかることが求められます。つまり、人

事院勧告制度や国公との均衡という観点で60歳超の給与水準は70％としつつも、60歳前の

給与水準（昇格運用）を改善させることで、60歳超も含めた生涯賃金の改善を追求するこ

ととします。 

 

(５) 再任用職員の賃金改善 

 定年年齢の引き上げが段階的に行われることから、65歳前で定年退職となった職員の雇

用と年金の接続のため、制度完成となる2031年３月までは経過措置として現行の再任用制

度が「暫定再任用制度」として残ることとなります。また、60歳に達した日以降、希望す

る職員は定年前再任用短時間勤務を選択することができます。 

 60歳以降で定年延長となる常勤職員の給料が60歳時の70％であるのに対し、現行再任用

職員はそのままの級格付けが継続されておらず、半数以上が係長以下の職位となっており、

給料水準が低額（2017年総務省調査ではフルタイムの４割以上が３級再任用給料260,000

円以下）となっています。 

 制度完成までの間、職場では60歳超の常勤職員と暫定再任用職員、定年前再任用短時間

勤務職員が一緒に働くこととなりますが、地公法24条では「職務給の原則」が規定されて

いることから、給料水準の違う職員を同様な職務とすることはできません。雇用と年金の

接続を踏まえ、知識、技術、経験が豊富な高齢職員を最大限に活用するため、60歳超の常

勤職員と再任用職員の処遇について均衡を図ることが重要です。 

 そこで、各単組では、再任用職員については、退職前の７割の給料が確保できるよう引

き続き同じ職務・級で再任用することを求めることとします。 

 

(６) 高齢者部分休業制度の条例化と活用できる職場環境の整備 

 地方公務員特有な制度である高齢者部分休業制度（制度内容の詳細は前記）は、各自治

体の条例で定めるとしていますが、未だ条例整備をしていない自治体も存在します。2022

年４月からの定年年齢の段階的引き上げ以降も制度として継続することとなったことから、

高齢職員の多様な働き方、ライフワークに対応するため高齢者部分休業制度の条例化を全

単組で追求することが必要です。その上で、あくまで本人の希望に基づき取得できるよう

な職場環境の整備について求めることとします。 
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(７) 新規採用者の計画的確保と定年延長の適正運用  

 定年年齢の段階的引き上げが始まると、当面の間、２年に一度は原則的に退職者が出な

くなり、自治体によって詳細は異なりますが60歳超の常勤職員が主任・係長・課長補佐な

どのポストに配置されることとなります。その結果、職員全体の新陳代謝が今よりは鈍く

なりますが、将来にわたって公共サービス提供体制を保つためには、計画的に新規採用職

員を確保していくことが必要不可欠です。 

 職場では、財政問題や総務省からの指導を受けて厳しい定員・定数管理が行われている

中で、多くの自治体で定数条例と実職員数が乖離しているのが実情です。また、働き方改

革として長時間労働の上限規制が行われていますが、業務の複雑・多様化や人員確保も一

度には出来ないことなどから、依然として忙しい職場実態に変わりはありません。  

 各単組では、定年年齢の引き上げの実施にあたって、60歳超職員の職務と配置、中堅層

職員の昇格を遅らせないための職員級別定数管理の柔軟な対応などと合わせ、計画的な新

規採用者の確保について労使交渉・協議を行うことが求められます。 

 また、今般の定年年齢の引き上げに伴って、様々な任用形態が存在することとなります

が、法改正要綱にも「60歳に達する前年度に情報提供・意思確認制度」が盛り込まれてい

ることから、その選択は本人の希望に基づくことが大前提となります。財源問題や定数管

理を理由として定年前再任用短時間勤務への強制が行われないよう労使確認を行うととも

に、制度が始まって以降も実態を点検し必要に応じた対応を行うことが重要です。 
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2. 自治労としての取り組みスケジュール                
 

 国家公務員法、地方公務員法の一部改正法案の成立と、新制度が2022年度からの施行

（前年度には該当職員への説明と意思確認が必要）とされていることを踏まえ、2020年12

月議会での条例化をめざして、以下のとおり取り組みを進めます。 

 

時期 客観情勢・自治労の取り組み 単組・県本部の取り組み 

2020/４ 労働条件担当者会議⇒制度と取り組み確認  

2020/５ 第159回中央委員会⇒対応方針・統一要求確認  

2020/８ 自治労第93回定期大会  

2020/10 2020賃金確定闘争⇒統一闘争の展開 
統一要求書の提出・交渉・

妥結 

2020/● 国公法、地公法の一部改正法案の成立（仮定） 交渉・協議のスタート 

2020/12 12月議会⇒条例案の上程・可決  

2021/４ 該当する職員への説明・意思確認  
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（参考） 解説 高齢者部分休業制度について 

 
 
 制度の目的、導入にいたる経緯  

 

・ 2004年６月の地方公務員法の改正により創設され、高年齢として条例で定める年齢に達した職

員が申請した場合において、公務の運営の支障がないと認められる場合に、１週間の勤務時間の

一部について勤務しないこと＝高齢者部分休業を承認することができるとされている（地方公務

員法第26条の３）。国家公務員にはない地方公務員独自の制度である。 

・ 制度の趣旨について、逐条地方公務員法は、「職員については定年の定めがあるが、現実に

は、定年年齢に到達する前に勧奨により退職することも多く行われている。また、地域によって

は、短時間勤務を希望する住民が多く存在し、地方公共団体がその受け皿になることを期待され

ているところもある。さらに、高齢者でもある職員の中にも、肉体的、精神的または家庭の事情

などによって、勤務時間を減じることを希望する者も現れている。このような状況を総合的に勘

案して設けられたのが高齢者部分休業の制度であり、高齢者である職員の担当する職務の一部を

外部の者に提供すること（いわゆるワークシェアリング）もその目的の一つであることから、こ

の制度により休業する職員の代替えとして短時間勤務職員を採用することができることとされて

いる（任期付職員採用法五３①）。」と解説している。 

  地方公務員制度調査会がまとめた報告書「分権新時代の地方公務員制度 ― 任用・勤務形態の

多様化」（2003年12月）は、任期の定めのない常勤職員を中心とする公務運営を引き続き基本と

しつつ、任期付採用の拡大、短時間勤務など任用・勤務形態の多様化を図るとし、その方策の一

つとして、「漸次的現役離職のための部分休業（定年退職前の一定年間前から、地域活動に従事

する場合等）」を示し、「ボランティア等地域活動に参画する時間を創出することにもなるな

ど、単に個人のライフスタイルの域を超えた様々な効果を期待できる」としていた。 

  しかし、報告書が「職員個人の状況に合わせた生活設計を可能とする制度を検討することは、

高齢社会への対応という時代の要請に沿うものとして大きな意味を持つものである」とし、逐条

地方公務員法が「高齢者でもある職員の中にも、肉体的、精神的または家庭の事情などによっ

て、勤務時間を減じることを希望する者も現れている」と解説するように、高齢者部分休業の申

請理由は、必ずしもボランティアやワークシェアリングなどに限定した運用が想定されていたわ

けではない。条例において「要介護者の介護をするために高齢者部分休業をしている場合におい

て」と定める自治体があることからも分かるように、家族介護など、高齢職員のライフスタイル

に対応することが想定されていたものと考えられる。 

・ 高齢者部分休業が認められる期間は、従前は「定年退職日から５年を超えない範囲内において

条例で定める期間さかのぼった日後の日で、当該申請において示した日からその定年退職日まで

の期間中」とあったのが、「地域の自主性及び自立性を高めるための関係法律の整備に関する法

律」による地方公務員法の一部改正によって、現行条文にある「高年齢として条例で定める年

齢」に改められた（2014年４月１日施行）。 

  総務省は通知（総行公第46号・2013年６月14日）において、休業の対象となる高年齢である職

員について、「高齢者部分休業の対象となる職員は、第３次一括法による地公法の改正により、

『高年齢として条例で定める年齢に達した職員』とされており、各地方公共団体において条例で

年齢を定める場合は、一般に『高年』という用語は『年齢の高いこと。老年。』（出典：広辞

苑）とされていること、また、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）

及び同法施行規則（昭和46年労働省令第24号）においては、高年齢者は55歳以上、中高年齢者は

45歳以上とされていること等を参考とし、制度の趣旨を踏まえた年齢とすることが適当であるこ

と。」を示している。 
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 制度の概要  

 

 実際の高齢者部分休業については、各自治体が条例等により定めることとされているため、対象

となる職員の年齢を50歳とする自治体、教員など職種によっては部分休業の取得単位を１日単位と

する自治体があるなど、制度のあり方は様々であるが、一般的には総務省の示す条例例に倣い定め

られ、次のように運用されているものと考えられる。 

 ・対象職員 

   年度末年齢56歳以上の職員（55歳に達した日の属する年度の翌年度の４月１日以後の日） 

 ・取得時間 

   １週間当たりの通常の勤務時間の２分の１を超えない範囲内で、５分を単位として行う 

 ・給与の減額 

   １時間当たりの給与等を減額 

   （給与期間の勤務しなかった全時間数によって計算する。１時間未満の端数が生じる場合

は、30分以上のときは１時間とし、30分未満のときは切り捨てる） 

 ・退職手当 

   休業期間の２分の１に相当する期間を在職期間から除算 

 ・承認の取り消し・短縮 

   任命権者は、公務の運営に支障があると認めるときは、承認を取り消し、または休業期間を

短縮することができる 

 ・休業期間の延長 

   公務の運営に支障がなければ承認 
 
 


